
「在来木造住宅の耐震改修工事費補助」 

高齢者や障がい者の世帯などへ助成を拡充 
 

市では、防災対策として、昭和５６年５月３１日以前に建てられた、一戸建

て在来木造住宅の耐震診断や耐震改修工事費用の補助を行っており、平成２

５年度以降、市内全域で一律に、耐震改修工事費用の補助率を３分の１とし上

限額２５万円、耐震診断に要する費用は、補助率を３分の２で上限４万円とし

てきました。 

耐震化の促進に向けて平成２９年４月から、特に支援が必要と考えられる

高齢者や障がい者などの世帯、所得が２００万円以下の世帯に対して改修工

事費用の助成を拡充しました。 

さらに令和２年４月から、耐震診断に要する費用の補助額を増額しました。 

また、代理受領制度を開始し申請者の費用負担の軽減を図りました。 

 

【助成拡充の対象世帯】 

① 高齢者等世帯･･･６５歳以上の方のみの世帯／介護保険法による要介護認

定か要支援認定を受けた方が属する世帯／身体障害者手帳、療育手帳、精

神障害者保健福祉手帳のいずれかの交付を受けた方が属する世帯 

② 所得が２００万円以下の世帯･･･世帯を構成する人の課税所得金額の合計

が２００万円以下の世帯 

 

□助成する補助金額（カッコ内は上限額） 
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耐震診断 補助対象経費の実支出額（８万円） 

＊千円未満の端数がある場合は切り捨て。 

 

 

※補助を受けるには一定の条件があります。詳しくは担当まで。 

都市計画課 建築指導担当 04-7125-1111(内線 2686、2994) 


